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■Abstruct
This research aims at observation of changing of Japanese Supreme
Court Judgment about Labor Law in these５０years. There are two find-
ings. One is very long period of time（１０years）between occurrence of
trouble and judgment. And sort of trouble is changing, from collective























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Supreme Court Judgment of Labor Law in This Half Century 11
１１ 平成１８年～現在
（１）注目すべき判例
下級審はともかく，最高裁ではこのところ筆者
が見る限り，パナソニックプラズマディスプレイ
事件（最二小判平２１．１２．１８ 労働判例９９３号）
くらいであろうか。
パナソニックプラズマディスプレイ事件（最二
小判平２１．１２．１８ 労働判例９９３号）は偽装請負
が問題とされた事案である。まさに派遣労働者の
問題が正面に出てきたのである。平成１８年に雇
い止めをされた派遣労働者につき，派遣先との直
接雇用関係を否定した判決であるが，同様の事例
はおそらく多数存在するであろう。今後非正規労
働者に関する判決や整理解雇事案が多発すること
も考えられ，雇用動向全体の中での判例の動きを
観察していきたい。
（２）時代背景
まさに現在の状況であり，円高，高齢化，法人
税率，そして東北大震災といった様々な企業に
とってのマイナス要因が山積している。さらに民
主党政権下では支持母体である労働組合や労働者
に有利な法案しか立法できないであろう。このよ
うな事態にあっては企業として製造現場を海外に
移転させることを本気で考えざるを得ない。そう
すると雇用はどうなるのか。国内での産業政策を
いかに進めるか，課題は多い。
（３）現在の人事労務
現在は上述した時代背景を反映して賃金制度よ
りも「グローバル人材の育成」に大企業は関心が
あるように思われる。しかし，そのような人材は
一朝一夕には育たない。また，海外に日本企業が
進出する一方，日本企業で外国人を採用すること
も頻繁に出てくるであろう。こうした文化の違い
を乗り越えて日本企業は「グローバル企業」に脱
皮できるであろうか。おそらく脱皮できない企業
は取り残され，衰退するであろうが，残された時
間は多くない。きちんとした経営戦略のもとでグ
ローバル人事戦略をいかに構築するか，人事部門
の力量が問われているのである。
１２ まとめ
５０年間を駆け足で概観してみたが，事件の発
生から約１０年後に最高裁判決が出されている傾
向にある。つまり今問題となっている事案は提訴
されて１０年後にやっと決着がつくということで
ある。上述したとおり，現在の企業や人事を取り
巻く環境は極めて厳しい。整理解雇や企業の縮小
など思い切った措置を取らざるを得ない企業も多
いことであろう。そこで労使間にトラブルが生じ
たとして１０年後に企業はどのような姿になって
いるか。雇用はどうなっているのか。様々な点で
寒心に堪えないのである。
なお，選択した裁判例は網羅的なものでなく，
筆者が実務上影響を与えたと考えるものに限って
いる。そのため理論上重要だが欠落している，あ
るいは下級審で大きな影響力をもっている判例が
抜けているという批判もあろうが，筆者の能力不
足ゆえご寛恕願いたい。
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